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平成 24 年７月６日 

各 位 

会 社 名  ダイヤ通商株式会社 

代表者名  代表取締役社長 大矢 晃久 

  （ＪＡＳＤＡＱ・コード：７４６２） 

問合せ先  管理部課長  新島 裕一 

電話０３－５８０４－５０８１ 

 

 
株主による新株発行差止仮処分命令申立てに関するお知らせ 

 

 

当社が、平成 24 年６月 27 日開催の取締役会において決議しました第三者割当てによる新株発行につい

て、当社株主から新株発行差止仮処分命令申立てがなされましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．差止め請求に至った経緯 

 

当社は、平成 24 年６月 27 日付「従業員持株会連動型 ESOP 導入とそれに伴う第三者割当による新株発

行のお知らせ」にてお知らせしたとおり、従業員持株会連動型 ESOP（以下「本制度」といいます。）の導

入、及び、本制度導入に伴い、本制度において当社従業員持株会へ当社株式を譲渡する主体となる SPV で

ある一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会（以下「本件一般社団法人」といいます。）を引受先と

した第三者割当てによる新株式の発行（以下「本件新株発行」といいます。）を実施することを決議して

おります。 

これに対し、当社株主より平成 24 年７月２日付で、本件新株発行を差止める仮処分命令の申立てが東

京裁判所に行われました。 

 

２．仮処分の申立てをした株主の名称等 

 

（1）氏 名  森猛（以下「森氏」といいます。） 

（2）住 所  東京都豊島区 

   (3) 当社大株主 持株比率 20.9％（平成 24年 3 月 31 日現在） 

 

３．申立ての概要 

 

（1）申立年月日  

平成 24 年７月２日 

 

（2）申立ての理由 

当社が受け取った新株発行差止仮処分命令申立書によれば、本件新株発行は、当社代表取締役大矢

晃久（以下「大矢」といいます。）が、森氏やその関係者の持株比率を下げ、MBO による自己の支配

権奪取のために行ったもので、著しく不公正な方法によってなされたものであり、これにより森氏は

不利益を受けるため、新株発行差止仮処分命令の申立てを行ったとのことです。 

 

４． 今後の見通し 

 

今回の申立ての内容につきまして、当社としましては、本件新株発行は、従業員に対する新しいインセ

ンティブプランとして、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めること及び従業員を通じたコー

ポレート・ガバナンスの向上等を目的として導入する本制度を実施するために行うものですので、支配権
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奪取目的との主張は著しい誤りがあるものと考えざるを得ません（むしろ本制度は、従業員による経営監

視を強めることによるコーポレート・ガバナンスの向上が見込まれるため、支配権奪取とは全く逆の発想

に基づくものです。）。また、本件新株発行による森氏の持株比率の下落率は 1.7%程度と軽微であり、ま

た、本件新株発行により発行される新株は本件一般社団法人が引受け、その保有する当社株式に係る議決

権は、本制度の設計上、当社代表取締役大矢の影響が全く及ばない形で行使されるものであることや、当

社においてそもそも MBO が検討されたことはないことなどの点からしても本件新株発行が大矢の支配権

奪取目的で行われるものでないことは明らかであり、森氏の主張には理由がないものと考えております。 

当社としましては、本制度の適法性・適正性を主張して参る所存です。 

 

 

（ご参考） 

本件新株発行の概要 

 

（１） 払込期日 平成 24 年 7月 13 日 

（２） 発行新株式数 普通株式 670,000 株 

（３） 発行価額 １株につき 金 74 円 

（４） 発行価額の総額 金 49,580,000 円 

（５） 資本組入額 １株につき 金 37 円 

（６） 資本組入額の総額 金 24,790,000 円 

（７） 
募集又は割当方法（割当先） 

第三者割当の方法による 

（一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会） 

（８） 本増資については、金融商品取引法に基づく有価証券通知書を内閣総理大臣に提出する。 

※詳細は、平成 24 年６月 27 日付「従業員持株会連動型 ESOP 導入とそれに伴う第三者割当による新株発

行のお知らせ」をご覧ください。 

以  上 

 


